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資料1





府が自ら行う府有建築物の耐震化は計画的に進めることが可能だが、所有者の意志に左右される民間住宅・建築物は法的な強制力がないため、計画的な耐震化の促進は容易にはいかない。





民間住宅の耐震化率を引上げる要素は大部分が建替えによるものだが建替えを促進する施策等が無い。





現在の耐震性が不足している建築物は、建物所有者の維持管理の努力不足ではなく、法の改正に伴うものである。国がもっと責任を持つべきであり、国の補助を手厚くしないと上手くいかないと思う。





耐震化すべき住宅の絶対数が何戸あるのか。その絶対値に対する目標の達成の仕方を考えないといけない。今の目標は、そもそも出来もしない目標を立てているように思う。


極端に例えると「この家とこの家は絶対に耐震化する」とか、「1万戸あるうち、まずは3,000戸を耐震化する」といった段階目標など、出来る目標をきちんと立てるべき。国の目標ではなく、大阪府独自の目標を設定すべき。





耐震化の議論は、建替え、新築、除却など、方法対策別で進めるべき。住替えも、住まい手の立場から見れば有効な策となる。高齢者が住み慣れた場所から地方へ移住していく選択肢もあるが、住み慣れた場所で住み続けたい高齢者も多い。多様な住まい手のイメージを持って多様な施策を進めていくべき。





耐震改修の数値については、耐震化率だけに捉われず、地盤の揺れやすさなどを考慮しつつ、どういった地区の耐震化を優先すべきかなどを考えるべき。





耐震化率は高くなっているが、比例して危険な住宅が減っているわけではなく、実際は新築マンションが増えているだけ。耐震化率だけで議論すると、本当に耐震化が必要な建物が見えて来ないので、危険な住宅を減らすことを目的にすべき。





○優先的に取組むべき地区の抽出





・耐震化率の町丁別マップ


・旧耐震集中エリアマップ


・DIDの変遷マップ


・大規模開発団地マップ


・計測震度マップ


・著しく危険な市街地マップ


を重ね合わせて分析


　　





○耐震化率の性質





・住宅土地統計調査から、耐震改修戸数と建替え戸数(滅失)の耐震化率の影響度を把握


・建築着工統計調査から近年の社会経済情勢と建替え戸数の関係を分析
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　　～
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○本当に危険な住宅・建築物の耐震化をどれだけ進めるかという段階的で現実的な目標の設定を検討する。





・地震で揺れ易いエリアやS56年以前に開発されたニュータウン、密集市街地など、重点的に取組むエリアを設定する。





・耐震改修以外の建替えや住替えを、普及啓発などにより促進する。





・木造住宅の耐震化の新たな事業目標を設定する。


※詳細は資料2


など　





○所有者負担を軽減するため、国に対して補助率の引上げや拡充を要望するとともに、法改正や税制改正の提案を検討する。


○金融機関や金融支援機構等と連携し、所有者を支援する制度設計について検討する。





○新たな目標を設定する。


※詳細は資料2





(考え方)


耐震化率は耐震改修だけでなく、古い住宅の建替えや除却など、さまざまな要因で上昇する。このため、行政や府民、企業やNPOなど、さまざまな主体がさまざまな方法でめざすべき共通の目標として耐震化率を掲げる。（めざそう値）








この審議会で議論を進めていく前提として、耐震化率という言葉を使った議論は避けた方がよい。それは、耐震改修が進んで耐震化率が上がっているわけではないため。





統計上の数値から計算される耐震化率をどうとらえるか。ここは無視するのも選択肢の一つ。大阪府がそれをできないのであれば、どう解釈していくかを審議会で議論すれば良い。





耐震化率だけで議論すると、本当に耐震化が必要な建物が見えて来ないので、危険な住宅を減らすことを目的にすべき。大阪府は古い長屋をたくさん抱えているので大変。【再掲】





チラシやパンフレットでは、補助内容や啓発内容を伝えきれない。





確実に普及啓発するには、府職員だけではマンパワーが不足している。





耐震フォーラムなどのイベントへ参加する方が、年々減少傾向にある。





補助制度の拡充はH27年度までの期限付きなのでH28年度以降が大きく落込むことが懸念される。





耐震改修を行った分は着実に耐震化が進んでいるものの、耐震化率への寄与度は低いため、「耐震改修施策」が正当に評価されない。





住宅の所有者が高齢化しており、耐震化への意欲が、ますます低下することが懸念される。





阪神淡路大震災では、昭和56年以降に建築された建物についても約2割が全半壊しており、ほとんど評点0.5を割っているので、耐震診断や耐震改修を補助の対象にできればと思う。少なくとも啓蒙・啓発活動は必要と感じている。また、新耐震住宅でも阪神大震災で半壊・一部損壊したものは危険なため、補助対象に含めることが出来れば良いと思う。





まちまる制度は期待したほど成果があがっていない。業者の能力や信頼性など担い手の問題、コミュニティー活動とどうかかわって一緒に取り組んでいくのかなど、もう少し掘り下げて検証して、次に繋げていく必要がある。





まちまる制度は事業者の信頼性、レベルアップが必要であり、法人格を持った建築関連団体が責任を持ち、その中で業者を仕切る形にしないと、責任の所在で府の負担が大きくなる。





通常、耐震診断だけだと2~3割しか改修にいたらないが、診断と設計をパッケージ化することにより、仙台市では4割強、大阪市では約5割が耐震改修へ繋がっている。パッケージ化を検討してほしい。





補助率や補助金がいくらより、あといくら掛かるというレベルのサンプリングがあって、それが建替えや改修を行うことで、これだけ魅力的なものになるというマーケティング戦略が必要ではないか。





お年寄りなどに対しては、まずは耐震診断を受けよういう入口までのハードルを下げる必要がある。例えば、完全改修でなくとも、最低限の命を守る簡易耐震改修など、このくらいの改修費で、このくらいの改修が出来るなどの提示があれば良いと思う。





高齢化が進むなか、所有者の更なる負担軽減が必要。兵庫・京都等と比べて低いように思う。ひとまず100万円ぐらいを目標にしてはどうか。





防災に関心の高い人で組織する自治防災組織をしっかり作り、地域のまちづくり活動と耐震化施策が連動できるような施策も計画できるのではないか。





耐震改修の数値については、耐震化率だけに捉われず、地盤の揺れやすさなど、優先的に耐震化を促進すべきエリアでどうだったかを考慮すべきである。【再掲】





耐震化の促進には、経済的インセンティブ(動機付け)があるので、耐震化したい住宅に誰が、どのような年齢層、家族構成の人達が住んでいるか把握する必要がある。たとえ一律で100万円補助したとしても、耐震化は進まない。





○優先的に取組むべき地区の抽出


・複数マップを重ね合せ【再掲】　





○住宅土地統計調査による世帯類型の分析（家族構成、年収、世帯主年齢等）　　　　


○耐震改修補助受給者の属性





○他府県の補助制度の状況を調査


・補助の実施状況、補助対象や補助金額





○補助実績と次のデータをクロス集計


・まちまる事業の実施地区数


・耐震関連普及啓発イベント実施数








○他府県の補助制度の状況を調査


・補助の実施状況、補助金額の比較
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1-1-(7)
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○世帯類型に応じた耐震化の方法を紹介するなど、住まい手に合った普及啓発などを検討する。


○特に高齢者夫婦世帯が多いので、負担の少ないシェルターや部分改修の促進策や、分かり易く、安心して業者選択できる仕組みなどを検討する。


○地震で揺れ易いエリアやS56年以前に開発されたニュータウン、密集市街地など、重点的に取組むエリアを設定する。【再掲】





○耐震診断の結果によると、S56年以降の住宅にも強度の低いものが含まれているという報告がある。他都市では、まだまだ取組みは進んでいないが、今後、耐震診断の普及啓発などの検討を行う。





○市町村や土木事務所、地元自治会と連携を図りながら、地域の防災活動メニューの一つとして、耐震化が取組まれるような仕組みを検討する。





○今後の補助のあり方について検討する。





2-3





○事業主体となる府内市町村の意見を聞きながら、制度化について検討する。





○先進都市の事例を調査


・パッケージの改修移行率等を分析





○過去の耐震改修の実績から、工法の違いと費用などを整理し、所有者が負担可能な範囲で工法（シェルターや部分改修）を選択できるような仕組みを検討する。


○まちまる事業及び普及啓発イベント等による補助件数への効果をさらに検証し、まちまる事業と地域活動の新しい連携方法を検討する。


○まちまる事業を実施している市町村から制度の問題点や改善要望点を確認のうえ制度改正を検討する。


○先進事例からダイレクトメールや耐震バンクなどの新たな取組みを検討する。


○個別訪問など住宅の所有者へ直接的で確実な普及啓発についても検討する。





大規模建築物は被害が出れば影響が大きいため耐震化が急務である。





特定既存耐震不適格建築物全体では、耐震化が進んでいるものの、その中で法改正により診断が義務化された大規模建築物は、耐震化が進んでいない。





改修が進まない理由の一つとして、経営者が経済性優先で防災意識が低いこともある。罰則で縛るのではなく、耐震性のある建物に対して、大阪府公認マークのシールを貼るなど、高い評価を与えることで経済性に繋がるインセンティブになるかもしれない。





○最終的には建物全体の安全性を確保することを前提に、例えば、営業の継続に配慮した段階的に行う改修の方策について検討する。





○段階的な改修補助の事例を調査





ホテルやオフィスビル等が含まれている特定建築物については、耐震改修工事をしようとすると、一旦営業を停止する事態もありうる。営業継続が可能な範囲で、現状より少しでもIS値が上がるような耐震改修を認めていくことも良いと思う。





特定建築物の耐震診断補助制度は導入されているが、耐震設計や耐震改修についても補助制度を導入して、耐震化が進むような方向にもっていくべきではないかと思う。





病院や物販などたくさんの人が集まるものは、事業を継続しながらの建替えが難しいことやお金がかなり掛かることも分かっている。特定建築物のなかでも特に重要なものには、診断だけでなく設計や改修にも手厚い補助が求められるかもしれない。





○他府県の表示制度（法22条）の実績を調査





○他府県の補助制度の状況を調査


・補助対象用途、補助金額
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3-1-(1)
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○耐震改修促進法に基づく表示制度の活用も含め、公共性の高い建築物を優先的に耐震化を働きかける。





○事業主体となる市町村の意見を聞きながら、補強設計、改修補助制度のあり方について検討する。





最終的には、耐震改修までを働きかけるが、法的な強制力がないため、目標の平成30年度までの耐震化は難しい。





倒壊により道路を閉塞して道路機能を阻害しないように耐震改修することも認めていけば良いと思う。





広域緊急交通路沿道建築物は公共性が高いので、優先度、補助率を上げる発想が必要。住んでいる人が得するというより府民全体の安全度が高まる考え方で進めて行く必要がある。





沿道で、ぽつんぽつんと離れているのか密集して建っているのか、空間の集積状況を把握できると、他の施策との連携も考えられる。





広域の沿道建築物については設計や改修の補助制度もあるが、所有者の費用負担が大きい。出来れば所有者の負担は3分の1程度に抑えるべきだと思う。





○他府県の補助制度のデータを調査


・補助対象、補助金額
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○





最終的には、耐震改修までを働きかけるが、法的な強制力がないため、目標の平成30年度までの耐震化は難しい。





○





（意見）





○耐震化の完了の目標とすべき時期を検討するとともに、災害時の道路機能を確保するという観点から、様々な方策についても検討する。





○建物の集積の状況や診断結果報告をもとに、耐震性が低く、道路を封鎖する危険性の高い建築物など、耐震化を働きかける優先順位を検討する。





○建物リストから位置をプロットし、建物の集積状況を分析





○対象となる建築物に対する支援(補助)の継続や補強設計、耐震改修の補助率など、補助制度のあり方について検討する。


○金融機関等と連携し、所有者の更なる負担軽減に繋がる制度設計について検討する。
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